
平成１８年度当初予算 重点プログラム別概要 

くらし９：少子化対策のための子育て家庭応援プログラム             
（主担当部局： 健康福祉部） 

   （１）次世代育成支援特別保育推進事業 

   （２）放課後児童対策事業 

   （３）ファミリー・サポート・センター設置促進事業 

   （４）地域子育て支援センター事業 

   （５）いきいき親子サポートプラン事業 

   （６）障害児就学前支援事業 

   （７）子育て情報交流センター事業 

   （８）ささえあいのしくみづくり事業  

 

＜プログラムの事業費＞                      （単位:千円） 
 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 ３か年計 

当初計画 1,406,295 1,806,000 1,342,000 4,554,000 程度 
見直し後 977,405 1,024,621 

（35,716） 
747,233  2,749,259 

  注：「見直し後」の 16 年度は決算額、17 年度は予算現額、18 年度は当初予算要求額 

16 年度の当初計画、見直し後には、15年度最終補正対応分を含む 

17 年度（  ）は、16年度からの繰越額で予算現額の内数 

 

＜事業目標＞ 
目標項目  平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

目標値 186 か所 291 か所 (1)多機能保育実施保育所数 
実績値 

 
176 か所  

目標値 4,700 人 6,100 人 6,800 人 (2)県内放課後児童クラブ登録
児童数 実績値 5,490 人 6,359 人  

目標値 12 か所 15 か所 18 か所 (3)ファミリー・サポート・セ
ンター設置数(累計) 実績値 10 か所 13 か所  

(4)地域子育て支援センター市 目標値 74％ 88％ 100％ 

町村設置割合 実績値 83％ 85％  

目標値 1,000 人 11,000 人 25,000 人 (5)プログラムを活用した学習
活動参加者数 実績値 690 人 12,500 人  

目標値 3 か所 6 か所 10 か所 (6)県めばえネットワークへの
参加協議会数(累計) 実績値 3 か所 6 か所  

目標値 75 人 150 人 225 人 (7)子育て支援人材育成講座の
受講修了者数(累計) 実績値 97 人 203 人  

目標値 400 団体 500 団体 (8)次世代育成支援ネットワー
ク参画団体数 実績値 

 
 336 団体  

注：17年度実績値は 11月末現在の見込み値 



（１）16年度 次世代育成支援特別保育推進事業は、「多機能保育所整備数」を数

値目標に掲げて取り組み、１９か所整備する目標に対し、１８か所整備しま

した。 

  （３）17 年度のファミリー・サポート・センター設置数は、新たに４か所設置さ

れる予定であるものの、市町村合併に伴う統合による１か所の減が見込まれ

ています。 

 

 

＜進捗状況（現状と課題）＞ 

・核家族化の進行や共働き家庭の増加、家庭と地域の子育て機能の低下など、子どもた

ちや家庭、地域を取り巻く環境が大きく変化する中、合計特殊出生率は平成 15、16

年と過去最低の１．２９（三重県 平成 15年 1.35、平成 16年 1.34）で推移してい

ます。このため、子育て家庭を社会全体で支えるための環境整備が課題です。 

・子育てを社会全体でささえる地域づくりをめざし、その気運の醸成を図っているとこ

ろであり、併せて県民からの提案をはじめとするさまざまな子育て支援のしくみの定

着などに向け、県民、ＮＰＯ、企業、市町村等と協働した取組を行うことが重要です。 

・全国的に見て低位にある特別保育や放課後児童クラブの実施促進に向けて、また、地

域における子育て等の相互援助組織であるファミリー・サポート・センターの設置拡大

とその機能の充実を図るため、市町村への支援が必要となっています。 

・地域の子育て支援の拠点としての役割が期待される地域子育て支援センターについ

て、全市町村での設置が課題であり、その設置促進とともに活動について支援を行う

必要があります。 

     

＜平成 18年度の取組方向＞ 

・ 「少子化対策の着実な取組を進める決議」や県の次世代育成支援行動計画を踏まえ、

さらなるサービス基盤の確保に努めるとともに、子育てを社会全体でささえる地域づ

くりをめざし、その気運の醸成やさまざまな子育て支援のしくみの定着などに向け、

県民、ＮＰＯ、企業、市町村等と協働した取組を行い、「ささえあいのしくみづくり」

を推進します。 

・多様な子育てサービスを充実するため、特別保育や放課後児童クラブの実施、ファミ

リーサポートセンターの設置について市町村を支援します。 

・地域子育て支援センターについて、全市町村での設置に向けた支援を行うとともに、

人材育成のための研修や情報提供などを行います。 

 

＜主な予算要求事業＞ 

①ささえあいのしくみづくり事業 【18 年度事業費  ２９，９１６千円】 

県民・ＮＰＯ・市町村、更には企業も含め多様な主体による「ささえあい」をキー

ワードとする次世代育成支援が、活発に展開される地域社会づくりをめざし、社会全



体の気運の醸成、次世代応援企業や地域の子育て支援者のネットワークの形成や、次

世代育成にかかる提案事業の協働実施などを行います。 

②次世代育成支援特別保育推進事業補助金 【18 年度事業費 １４２，４７２千円】 

平成 17 年 4 月 1 日から実施された次世代育成支援行動計画に基づき、仕事と家庭

の両立や子育て家庭を支援するため、延長保育、一時保育、低年齢児保育等を実施す

る市町村を支援します。 

③放課後児童対策事業費補助金 【18 年度事業費  ２８５，５１４千円】 

昼間保護者のいない小学校低学年児童を対象とする放課後の適切な遊びや生活の

場である放課後児童クラブを設置する市町村を支援します。 

④ファミリー・サポート・センター設置促進事業費【18年度事業費 ２２，２７１千円】 

勤労者の育児の不安や負担感を軽減し、安心して仕事と家庭を両立できる環境づくり

のため、地域における子育て等の相互援助組織であるファミリー・サポート・センター

の市町村による設置と機能の充実・強化を支援します。 

⑤地域子育て支援センター事業費補助金 【18 年度事業費  ２４４，７７５千円】 

地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図るため、子育て家庭等に対する育児不

安等についての相談指導や交流事業、情報提供を行う地域子育て支援センターの活動

を支援します。 


